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日本の労働問題
一現代経済政策論の視点から一
語　村　貞　雄
はじめに一小論の狙いと構成
　この小論は日本の労働問題を現代経済政策論の視点より考察し，結論と
して地球社会の経済政策モデルの構築とその実践の必要性を主張すること
を狙いとしている1）。まずはじめにこの小論の組み立て方について説明す
る。
　われわれは，J．シュンペーターにならって経済活動の変化の主動因は
イノベーションにあると考える。そこでロ本の労働問題を観察するにあた
り，日本におけるイノベーションによる労働環境と労働生活の変化と，そ
れへの経済政策の対応の歴史的検討が必要であると考える。1．日本の経
済政策・労働政策の実際と特徴がこれにあたる。
　次にイノベーションによる労働環境・労働生活の変化をマクロ指標，ミ
クロ指標をあげながら説明する。そしてそのあとで労働生活・労働意識の
変化と労使関係の変化についてふれる。
　以上における歴史的検討をふまえて，3では現代におけるわが国の労働
問題のいくつかに焦点をあてて検討する。マクロとミクロ，全国と地域，
高年齢と若年三間の雇用調整の問題，労働時間の短縮の問題，外国人労働
問題がそれである。
　そして最後にわが国の労働問題への対応策についてわれわれの考え方を
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提示する。ここでは，「見えざる手」（市場メカニズム）と「見える手」（計
画調整手段）の調和を基盤とした政策モデルを設定したうえでグローバル
な視点からわが国の労働問題の対応策を検討する。
1．　日本の経済政策・労働政策の歴史的観察
　（1＞イノベーションによる労働環境・労働生活の変化と政策的対応
　図1は経済発展の主動因とみなされるイノベーションの労働環境・労働
生活に与える影響と経済政策・労働政策の必要性を示している。広い視野
でみれば人口の動態的変化がイノベーションを誘発し，その結果技術水準
に影響を与え，そしてそのことが労働環境・労働生活に影響を与えること
になる。そしてこの結果が，人口の動態的変化にフィードバックしてゆ
く。シュンペーターは，イノベーションは創造的破壊の過程をとることを
常としているといったが2），これは事実によって支持されているといえよ
う。この創造的破壊の過程をわれわれはポジティブ・アダプタビリティと
してとらえているが3），これに受動的に対応する適応過程（パッシィブ・
アダプタビリティ）は経済システムの安定性の確保にとって必要不可欠で
ある。
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図1　イノベーションと政策的対応
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表1　日本経済全体のイノベーションー覧
イノベーション
ﾌ種類
復　興　期
i1945～54年）
高度成長期
i1955～70年）
調　　整　期
i1971～80年以降）
①新しい財貨の
@生産
・ナイロン ・耐久消費財
@（テレビ・ラジオ・電気
竭?庫等）
・．マイクロエレク
@トロニクス
②新しい生産方
@法の導入
・製鉄設備の近代化 ・石油化学コンビナート
E自．ｮ車の景産方式
・QCサークル活動
ETQC
③新しい販路の
@開拓
・傾斜生産方式
E朝鮮動乱特需
・大型消費社会
Eアメリカ市場
・文化産業
E女性市場・シル
oー市場
Eヨーロッパ．s場
@・中国市場
④原料・半製品
@の新しい供給
@源の獲得
・アメリカ ・中近東・オーストラリア
@・カナダ
・石油輸入源の多
p化
⑤旧組織の破壊
@と新しい組織
@の形成
・財閥解体
E農地改革
E労働民主化
@（組合の急速な組
D化）
E二重構造
i下請制度）
・官民協調
E下請制度の整備
E大型合併（1965～70）
P964三菱重工
P966口綿とプリンス
P970八幡と富士両製鉄
P971第一とll本勧業銀行
・企業集団の形成
（金森久雄『イノベーションと産業構造』国本経済新聞社より）
　さてちなみに，日本経済全体のイノベーションの実際についてみれぽ表
1のようである。　「モノ」，「カネ」，「ヒト」は経済活動における基本的要
素であるが，「モノ」，「カネ」と異なって「ヒト」は人間を基盤とした労
働過程の特性があり，人間活動の精神的，社会的側面を無視して扱うこと
のでぎない要素である。そこで「ヒト」の人間的側面を考慮すれぽ，創造
的破壊過程にもとつく適応過程が大きな混乱ののちに，あるいは非常に長
い時間を経過したのちに行なわれるとしたならぽ，人間生活したがって社
会生活は危殆に瀕することになる。経済発展の過程において事実このよう
な状況が世界の各国にしぼしぽ観察されたので，それに対応する工夫とし
て，経済政策そしてより直接的には労働政策がとられた4）。
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表2　日本の経済計画一覧
名　　称 策　定N　月
策定時
冝@閣
計画期間
i年度） 計画の｝．1的
実質経済
ｬ長率
名1．1経済
ｬ長率
計画最終
N度の完
S失業率
消蟄者物価．．L
ｸ率（計画期
ﾔ年平均）
訓．画最終年度
ﾌ経常収支尻
経　済　自　立
T　ケ　年計画 30．12鳩　山
昭31～昭35
i5力年）
・経済の臼立
B完全雇用
　4，9％
i9．1％） 　一ｿ4．1％｝
　1．0％
i1．5％） 　一i．1．8％〉 　0億ドルi△0．1億ドル）
新長期経済計画 32．12
? 昭33～昭37
i5ヵ年）
・生活水準向．L・完全雇用 　6．5％
i10．0％）　一i15，0％）　一i1．3％） 　一i3．49の
　L5億ドル
i△0．2億ドル）
国民所得倍増計画 35．12池　田 昭36～昭45i10力年）
・生活水準向ヒ。完全雇用 　7．896
i10．3％）　一i16．3％）　一i1．296） 　一i5．796）
1，8億ドル
P23．5億ドル）
中期経済計画 40．1 佐　藤 昭39～昭43i5ヵ年）
・経済社会の円滑な近代化・福祉国家への前進 　8，196
i10．4％）
10．6％
i15，9％）　一iL1％）
2，5％程度
i5．00∂．
　0億ドル
i14．7億ドル）
経済社会発展計画一40年代への挑
@　　　　戦一
42．3 佐　藤 昭42一昭46i5がD
　8．296
i10．096）
ll．3％
i15．996）　一i1．39の
計画期間末ま
ﾅに3％軒il度
@（5．79の
14，5億ドル
i63．2億ドル）
新経済社会ｭ　展　．計　画 45．5 佐　藤
．昭45一一昭50
@（6力説）
・経済力にふさわしいf1：みよい
@11本の建設
10，606
i5，196）
00，796
i15．30∂　一i1．996）
　　4，4％
v画期間末ま
ﾅに3％台・（11．19∂
35億ドル
i1，3億ドノの
経済社会基本計画一活力ある福祉　　　　　　　．
@社会のために一
48．2， 田　中 昭48～昭52i5ヵ年）
・国民福祉の充実・国際協調の推進 　9．496
i3．596）
14，306
i14，506）　一i2．196）
III．画期問ず1平
ﾏ4％台
@q2．go∂）
　59億ドル
i140．0億ドル）
昭和50年代前期
o　済　計　画一安定した社会
@　を目指して一
51．5 三　木 昭51～昭55i5ヵ年）
。我が国経済の安定的発展・充実した国民生活の実現 6％強
i4．996）
13％強
i10．0％）
1，3％台
i2．1％）
　6％台
v画最終年度
ﾜでに6％以下
@（6．4％）
　40億ドル
i△70．1億ドル）
新経済社会V　ヵ　年計画 54．8 大　平 昭54～昭60i7力年）
・安定した成長軌道への移行・国民生活の質的充実。国際経済社会発展への貢献
　5，796
i4．1％）
10，306
i6，3％〉
．L7％
d度以．．ド
i2．6％）
5％程度
i3，6％）
国際的に調和のとれた
?準
@（550．2億ドル）
1980年代経済社会
ﾌ展望と折針 58．8 中曾根
昭58～昭65
i8ヵ年）
。平和で安定的な国際関係の形
ｬ・活力ある経済社会の形成・安心で豊かな旧民生活
4％程度
i58－61
N度4．0
刀j
6一一79。程度
i58－61
N度5．3
塔g
296筆1渡
i62年度
@2，8％）
396程度
oL39ウ）
国際的に調和のとれた
k桝・均衡
i62f1渡845．4億ドル）
世界とともに
Z　き　る　日　本一経済運営5力
@　　　年計画一
63．5 竹　下 昭63～昭67i5力年）
。大幅な対外．不均衡の是正・器かさを実感できるir．1民生活
ﾌ実現
E地域経済社会の均衡ある発展
・1％繊 ・1％徽 ・1％腿 11・撒 経常収支黒字の対GNo比を国際的に調和の
ﾆれた水準に縮小
（備考）　1．各経済指標のう．ち，（）内は，計画期聞中．の実績値．を表す（完全失業率は最終年度）。
　　　　2．成長率の実績は新SNAベース（昭和55暦．年基準）1＝、よる。
　　　　3．消費者物価上昇率は持家帰属分を除く総合指数による。　　　　　　　　（海野恒男編『日本経済が変わる』東洋経済新報社より）
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　（2）日本の経済政策と労働政策の実際
　表2は昭和30年（経済自立5ケ年計画）から昭和63年までに策定された
わが国の経済計画（世界とともに生きる日本）の一覧である。これは表1
に示されているように日本経済の復興期を踏み台にした高度成長期，そし
て調整期の特徴を背景とした経済計画名が示されている。すなわち経済発
展と適応的調整を目標とした経済施策の一覧であるということができる。
このような数多くの計画が実行されたのは，それだけ経済の適応的調整過
程が困難であったことを示している。しかしこの過程を通して労働環境と
労働生活は大いに変化したことは事実である。そこでこの辺のところをよ
　　　　　　　　　　　表3　日本の労働政策の流れ
（1）
（2）
（3）
（4）
労働の基本的条件の設定……労働力としての配慮
1947年　　　労働基準法
　〃　　　　労働者災害補償保険法
1947年　　　労働組合法
1959年　　　最低賃金法
最低生活の保障……人間としての配慮
1947年　　　失業保険法一→雇用保険法（1974年）
1950年　　　生活保護法
1954年　　　年金制度の基盤確立
1985年　　　新年金制度
労働市場の需給バランス，労働者育成……労働力の調整と開発
1947年　　　職業安定法
1949年　　　緊急失業対策法
1958年　　　職業訓練法一→職業能力開発促進法（1985年）
1966年　　　雇用対策法
1977年　　　特定不況業種離職者臨時措置法
1983年　　　地域雇用安定特別措置法
高齢化に対する雇用政策……高齢化社会における人間的配慮
1982年　　　高年齢者雇用確保助成金
島田靖雄r労働経済学』岩波書店，を参考
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り具体的に示すために，戦後日本の労働政策の実際とその特徴を要約的に
みてみよう。
　表3は，日本の労働政策のための立法の流れを（1）労働力の基本的条件の
設定，（2）最低生活の保障，（3）労働市場の需給バランス，労働者育成，（4）高
齢化社会に対する雇用政策の区分のもとで示したものである。
　（1）は人聞としての労働力を配慮した立法であり，（2）は人間生活の実際を
考慮したうえでの立法である。（3）は労働力の調整と開発を意図した立法で
ある。そして（4）は高齢化社会における人間的配慮のもとでの施策であると
いうことがでぎよう。
　次に上述の労働政策がとられてきた場である日本の雇用形態を篠原総
一，西村理の図解を借用して説明しておこう。図2で示されているよう
図2　日本型雇用形態
定腿職＝＝⇒
企　　業
就職
　　〔内部労働市場〕
甯ﾙ・企業組織のメ
E終身雇用，年功序列，
@内労働組合
ンバーで構成
@　　　企業
臨時雇
E見知らぬ労働者で構成
Eスポットの…過性の契約
転職
｣職
退職
〔外部労働市場〕
〔新規雇用者市場〕・新卒者で構成
E企業紺織メンバーの
@資格審査と選別
〔臨時雇用者市場〕
E離職者，失業者，アルバイト，
@パートタイマーで構成
Eスポットの…過性契約により
@随時，企業に雇用される
（篠原総一一・西村理『入門日本経済』日本評論社より）
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に，日本の労働市場の特徴は内部労働市場の形態に特によくあらわれてい
る。すなわち，常雇メンバーに対する終身雇用，年功序列，企業内労働組
合がそれである。これとの関連で外部労働市場をみると，常雇の殆んど大
半は新規雇用市場より新卒者でもって供給される。そして企業の景気調整
的な臨時雇は離職者，失業者，アルバイトでもって供給される。このよう
な日本の雇用形態の特徴は日本的経営の特徴の裏面を映し出しているとも
いえよう。日本の労働問題を観察するとき，この視点は非常に重要であ
る。
2．　イノベーションによる労働環境・労働生活の変化の実際
　（1）主要マクロ経済指標の動きF
　表4は戦後の日本の実質GNPの変化を中心とするマクロ経済指標の動
ぎを示している。イノベーションは同表山2欄の民間企業設備投資に体現
されるので，この要因が実質GNPの変動をはじめとする他のマクロ経済
指標の変化の駆動力となっている。1970年以前と以後はこの数値が大幅に
異なっている。とりわけ第1次石油ショックの1973年以降の落ち込みが激
しいが，1984年頃から回復の兆を見せている。
　表5は就業者の産業別構成の動きを示している。わが国でも「ペティの
法則」が妥当しており，第1次産業就業者比率が逓減し，第3次産業就業
者比率が逓増している。しかし，1967年頃より第二次産業就業者比率が安
定していることもアメリカと比較した場合のひとつの特徴といえよう（ア
メリカは1988年度で28．0％）。
　表6は労働需給指標の動きを示している。高度成長期に観察された有効
求人倍率が1以上であったことが1を割るようになって久しいが，最近は
これが上昇傾向を示している。この表には示されていないが，最近の好景
気の持続を反映してこの数値が1を超している。すなわちこのことはマク
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表4　主要マクロ指標の推移
実質GNP民間企業設備 経常海外 卸売物価 消費者物
歴　年 変　化　率 投資変化率 余剰比率 変　化　率 価変化率（％｝ （％） （対名目GNP％） （％） （％）
1952 一 一 1．1 一 5．0
53 6．3 15．7 一1．2 0．7 6．5
54 5．8 4．3 一〇．4 一〇．7 6．5
1955 8．8 一3．2 0．9 一1．8 一1．1
56 7．3 39．0 一〇．2 4．4 0．3
57 7．5 25．1 一1．9 3．0 3．1
58 5．6 一4．7 1．5 一6。5 一〇．4
59 8．9 16．9 1．1 0．9 1．0
1960 13．3 40．9 0．4 1．1 3．6
61 14．5 36．8 一1．8 0．9 5．3
62 7．0 3．4 一〇．0 一1．6 6．8
63 10．5 5．3 一1．1 1．9 7．6
64 13．1 20．0 一〇．5 0．0 3．9
1965 5．1 一6，4 1．1 0．9 6．6
1965 一 一 1．1 0．9 6．6
66 10．5 13．5 1．3 2．3 5．1
67 10．4 28．0 一〇．0 1．8 4．0
68 12．5 22．6 0．8 0．9 5．3
69 12．1 24．5 1．3 2．2 5．2
1970 9．5 20．0 1．1 3．6 7．7
71 4．3 一2．5 2．6 一〇．8 6．1
72 8．5 2．6 2．3 0．8 4．5
73 7．9 14．8 0．0 15．7 11．7
74 一1．4 一5．3 一〇．9 31．6 24．5
1975 2．7 一5．5 一〇．1 3．0 11．8
76 4．8 一〇．3 0．7 5．0 9．3
77 5．3 1．2 1．6 1．9 8．1
78 5．2 5．5 1．8 一2．6 3．8
・79 5．「3 11．4 一〇，8 7．3 3．6
1980 4．3 7．8 一〇．9 17．8 8．0
81 3．7 5．4 0．6 1．4 4．9
82 3．1 2．5 0．8 1．8 2．7
83 3．2 2．7 1．9 一2，2 1．9
84 5．1 10．9 2．9 一〇．3 2．2
1985 4．6 12．6 3．8 一1．1 2．0
86 2．4 6．4 4．4 一9．3 0．6
　　　　　（黒坂佳．央『マクロ経済学と日本の労働市場』東洋経．済新報社より）
ロでみれば労働需給は非常にタイトになっていることを示している。
　次に図3は賃金と労働生産性の動きを製造業においてみたものである。
マクロ経済理論の仮説のとおり，賃金の動きは労働生産性の動きを反映し
ているが，ここでも第1次石油ショックの’73年をひとつの境として，労
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表5　就業者の産業別構成
第1次産業 第2次産業 第3次産業 第1次産業 第2次産業 第3次産業
歴年 就業者比率 就業者比率 就業者比率 歴年 就業者比率 就業者比率 就業者比率
（％） （％） （％） （％） （％） （％）
1953 39．6 24．5 35．9 1970 17．5 35。】 47．4
54 37．8 24．9 37．2 71 16．0 35．4 48．6
1955 37．4 24．5 38．1 72 14．8 35．7 49．5
56 35．7 25．1 39．2 73 13．4 36．6 49．9
57 34．1 26．2 39．7 74 12．9 36．5 50．6
58 32．5 27．2 40．3 1975 12．7 35．3 52．0
59 30．9 27．5 41．6 76 12．2 35．3 52．5
1960 30．0 28．1 41．9 77 11．9 34．9 53．2
61 28．8 29．5 41．7 78 11．7 34．5 53．8
62 27．6 30．8 41．7 79 11．2 34．4 54．4
63 25．8 31．2 43．0 1980 10．4 34．9 54．7
64 24．6 31．6 43．9 81 10．0 34．8 55．2
1965 23．4 31．8 44．8 82 9．7 34．3 55．9
66 22．1 32．1 45．7 83 9．3 34．2 56．5
67 2L1 33．2 45．7 84 8．9 34．3 56．8
68 19．2 34．0 46．2 1985 8．8 34．4 56．8
69 18．8 34．4 46．7 86 8．5 33．9 57．2
（黒坂，同上より）
働生産性も賃金率も逓減傾向が観察される。そしてもうひとつの特徴はこ
の時期において，それ以前の時期と異なって賃金の上昇率が労働生産性の
それを下廻っていることが多いということである。このことが日本的経営
の特徴，あるいはまた賃金の伸縮性による日本経済の柔軟性と評価されて
いる部分を反映している。
　（2）　ミクロ経済指標の動ぎ
　図4は製造業男子の所定内給与でみた企業規模間賃金格差の動きを示し
ている。この場合規模1，000人以上の製造業の賃金を100として，100～
900人と10～99人の2つのグループを比較したものである。三図で明らか
なように，わが国においては企業規模間賃金格差は存在し，そしてこれが
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表6 労働需給指標
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（出所）　総務庁『労働力調査年報』，労働省『職業安定業務統計』（有効求人倍率は1963年でデ
　　　　　ータは不接続となっている）。　　　　　　　　　　　　　　　　（黒坂，同上より）
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図3　賃金と労働生産性の推移（製造業，対前年上昇率）
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　　　資料出所　労働省「毎月勤労統計調査」
　　　　　　　　日本生産性本部「生産性統計」
　　　　　　　　　　　　　　　　　産出景指数　　　　　（注）　1）　労働生産性寸旨数＝　　　　　　　　　　　　　　　　労働投入量指数
　　　　　　　　2）現金給与総額の伸び率は指数から計算したものである。
　　　　　　　　3）　労働生産性指数　昭和55年＝100
　　　　　　　　　（労働省編『グラフでみる労働事情』労働基準調査会より）
1972年以降は平行的な関係で続いているという事実である。すなわち，有
効求人倍率が常時1以上であった高度成長期において縮小をみせた賃金格
差が第1次石油ショックを契機としてまた開きはじめ，そしてそのまま継
続しているということである。
　図5は製造業，男子の所定内給与でみた学歴別の賃金の動ぎを示してい
る。同図から明らかなように，大卒と高卒・中卒との差は30歳代より急激
に開き始め，50～54歳にピークに．達する。わが国に観察されるこのような
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　73
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図4　企業規模間賃金格差の推移（製造業，男子，所定内給与）
　　　　　　　　　（規模1，000人以．L＝100）
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　資料出所　労働省「賃金構造基本統計調査」（各年6月）（労種力省編，同上より）
　　図5　学歴別にみた賃金（製造業，男子，所定内給与）
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　資料出所　労働省「賃金構造基本四国1調査」（62年6月）（労働省編，同上より）
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学歴別の賃金格差の存在が学問意欲を伴わない形での高い大学進学率と関
連があると思われる。
　㈲　労働意識の変化と労使関係の変化
　これまでイノベーションと労働環境・労働生活の動きをマクロ経済指標
とミクロ経済指標をもとに概観して来た。労働生産性の上昇そして賃金の
上昇に伴う生活水準の上昇は，労働意欲に影響を与え，そしてこれが労働
活動形態したがって労使関係に影響を与えることになる。図6は戦後日本
の雇用者数，労働組合員数，推定組織率の動きを示している。同図から明
らかなように，推定組織率は1949年の55．8％をピークとして，低落傾向が
続き，’85年時点では27．6彩まで落ち込むに至っている。そして，多年に
わたって日本の春闘をリードして来た総評が昨年C89年）に解散し，一部
を残して新連合（日本労働組合総連合会）に参加することとなった。これ
により日本の経済学会に特有な近代経済学とマルクス経済学の対立・反目
　　　　　　図6　雇用者数，労働組合員数，推定組織率の推移
　（万人）
　4，600
iii§i　55・・　　　　／／
　3，800　　　　　　　　　　　　　　　雇用者数（左目盛）　，，’／
　3・600．　　　　　　　　　、戸一！戦i§i　　　　／／
基iillノ湘一総州…｛
　　　　　　　　　　　　　〆’800 ．＿ノ
　　600　　／
　　0
??（??
50
　罹
40定
　組
　織
　峯
30
0?
圓召哩…目22身三24　26　28　3032　34　35　36　38　4042　44　46　48　50　52　54　56　58　6062
　　　　　　　　　出所：労働省「労働組合基礎調査」（労働省編，同上より）
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は事実の側面より新段階を迎えることを余儀なくされた。このことは日本
経済の発展により，日本の労働問題への接近は輸入経済学である近代経済
学によるマクロ分析・ミクロ分析だけでは不十分であり，ましてや労働搾
取説や労働者絶対的窮乏化説にしがみついた考察だけでは不十分となって
来たということを意味する。われわれは日本のイノベーションと労働環境・
労働生活への波及過程を実証的に観察して，新しい仮説を設定する時期に
来ていると考えたい。われわれが現代経済政策論の視点から日本の労働問
題に接近しているのも，このような事実認識にもとづいてのことである。
3．　現代における日本の労働問題
　（1）現代における雇用調整の方向
　ここでいう現代とは情報化社会，国際化社会，高齢化社会の様相を濃く
している現代であり，21世紀に向けての踊り場としての現代であり，そし
て昭和を終えて新しく平成時代を迎えた現代である。このような時期にお
いては，労働問題だけでなく，政治，経済，社会，文化の諸側面において
も転換期を迎えていることは事実が示すとおりである。　「モノ」，「カネ」
と異なり，人間としての「ヒト」は労働過程という経済活動においても政
治・社会・文化の諸側面と特に密接不可分である。このようにみてくる
と，現代における日本の労働問題は多重性と多面性を持っているものとし
て把握しなければならない。
　このような状況の現代において，3大技術革新分野として，新素材，マ
イクロエレクトロニクス，バィオテクノロジィをあげることができるが，
これらの因子が情報化社会，国際化社会，高齢化社会の諸相をくぐりぬけ
ながら，労働環境・労働生活に影響を与えてゆくことになる。
　以上のような視点から日本の労働問題をみれば，①年齢間，②地域間，
③職種間の雇用調整が不可欠である。①は若年者の雇用における超過需要
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図7　年齢別有効求人倍率の推移
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資料出所
　　（注）
　　30　　　　　　　　45　　　　　　　　55
　　　1　　　　　　　1　　　　　　　歳
　　44　　　　　　　54　　　　　　　　以
　　歳　　　　　　　歳　　　　　　　　上
労働省「職業安定業務統計」
昭和57年から対象の範囲を一部変更したため，29歳以下の数
値は，昭和56年以前とは接続しない。（労働省編，同上より）
と高齢者の超過供給の調整の問題であり（図7参照），②は失業率の地域間
格差の調整の問題であり（表7参照），③は職種別技能労働者不足数の調整
の問題である（図8参照）。
　②　労働時間の短縮
　図9はわが国における年間総実労働時間の動きを示している。これによ
るとわが国の年間総実労働時間は1960年の約2，400時間から1985年の約
2，100時間と減少して来ているが，図10の労働時間の国際比較から明らか
のように，日本はアメリカ，イギリスより年間約200時間多く，そして西
ドイツ，フランスより約500時間多く働いている勘定となる。そしてこの
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表7　地域別有効求人倍率
（単位　倍）
地　域 昭和55年 57 58 59 60 61 62
全国計 0．75 0．61 0．60 0．65 0．68 0．62 0．70
北海道 0．45 0．41 0．39 0．38 0．39 0．40 0．44
東　北 0．47 0．38 0．42 0．48 0．46 0．45 0．56
南関東 0．97 0．79 0．73 0．77 0．80 0．71 0．84
北関東 1．16 0．97 1．07 1．27 1．26 1．07 1．17
北　　陸 0．83 0．69 0．69 0．82 0．84 0．82 0．87
東　　海 1．42 1．03 0．90 1．11 1．27 1．09 1．12
近　　畿 0．66 0．53 0．51 0．56 0．59 0．51 0．55
中　　国 0．85 0．73 0．63 0．68 0．75 0．70 0．73
四　　国 0．57 0．48 0．50 0．53 0．58 0．62 0．69
九　　州 0．41 0．33 0．33 0．33 0．35 0．34 0．40
資料出所　労働省「職業安定業務統計」
　　（注）1）学卒を除き，パートタイムを含む。
　　　　2）地域区分は次のとおりである。
　　　　　　北海道，東北（青森，岩手，宮城，秋田，山形，福島），北関東（茨城，栃
　　　　　木，群馬，山梨，長野），南関東（埼玉，千葉，東京，神奈川），北陸（新潟，
　　　　　富山，石川，福井），東海（岐阜，静岡，愛知，三重），近畿（滋賀，奈良，和
　　　　　歌山，京都，大阪，兵庫），中国（鳥取，島根，岡山，広島，山口），四国（徳
　　　　　島，香川，愛媛，高知），九州（福岡，佐賀，長崎，大分，熊本，宮崎，鹿児
　　　　　島，沖縄）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（労働省編，同一Lより）
?? 図8　技能労働者等の不足率の推移
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資料出所　労働省「技能労働者等需給状況調査」
　　（注）58年，62年は対象職種等を拡大しているため，厳密には接続しない。
　　　　　　　　不足数　　　　不足率＝　　　　　　　　×100　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（労働省編，同上より）　　　 在職数
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図9　年間総実労働時間の推移
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資料出所　ECおよび各国資料，労働省賃金福祉部企画課推計
　　（注〉　フランスの所定外労働糾問は不明。
（労働大臣官房政策調査部編『賃金統計総覧’89年版』総合労働研究所より）
図10 国際比率（推計値，原則として製造業生産労働者，1986年）
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（備考）　1．労働省「毎月勤労統計調査」による。
　　　2．規模30人以上。　　　　　　　（労働省編，同上より）
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ことが日本の国際競争力に関係あるとされ，日・米そして日・欧の貿易摩
擦の火種ともなっている。
　（3）経済活動のグローバル化と外国人労働問題
　図11は日本人海外旅行者数と訪日外国人数の動きを示している。このこ
とは「モノ」，「カネ」の世界的取引量の増大と共に「ヒト」の往来も活発
になって来ていることを示している。しかしこれは旅行者としての「ヒ
ト」であって，労働者としての「ヒト」の動きのことではない。日本の経
済発展の状況とアジア諸国の経済発展の状況を比較すれぽ，労働者として
の「ヒト」は法的規制がなけれぽ，水が高いところがら低いところに流れ
るように，日本に流入してくるのは自然の勢いというものであろう。しか
し，わが国には外国人労働者受け入れには法的規制（単純労働者は認め
ず，有資格者のみ許可する）によって統制されている。図12は近年におけ
る，すなわち有効求人倍率が上昇しつつある日本における不法就労摘発件
数の推移を示している。このほかデータにあらわれないいわゆる不法就労
者数は相当数存在するものといわれている。このような不法就労者数の増
加の事実は経済の論理と統制間の摩擦のあらわれとみることができる。外
国人労働者の受け入れの問題は労働省，通産省，外務省，法務省の問にお
いても，また経済学者の間においても意見の相違が観察される。このよう
な意見の相違が存在することはこの問題が労働老としての「ヒト」の論理
だけでなく，政治的，社会的，文化的側面を包含した人間としての「ヒ
ト」の論理と倫理が問題の対象になるからであると考えられる。しかしわ
れわれはグローバル時代に向けての日本のリーダーシップの視点から考え
ても，また人口の動態的変化にもとつく経済発展と適応的調整過程におけ
る論理からしても，外国人労働の受け入れば積極的に行う必要があるとい
う立場をとる。
　以上においてみたように，20世紀末において情報化社会，国際化社会，
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　　　　　　　　資料出所＝「観光白書」昭和62年版を補充。
　　　　　　　　（手塚利彰『外国人労働者』日本経済新聞社より．）
図12不法就労摘発件数の推移
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注）法務省調べ （日本経済新聞朝刊，1989年8月11日より）
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高齢化社会の様相を濃くしているわが国の労働問題は，①新しいイノベー
ションの進行の中での年齢別，地域別，職種別の雇用の不調整，②先進諸
国と比較しての過剰な労働時間の問題，③「モノ」，「カネ」そして人間と
しての「ヒト」のグローバル化が進む中での外国入労働者受け入れ問題に
絞られた。これについて端的にいえぽ，われわれは①は新しい産業構造の
構築に向けての産・官・学協同の問題であり，②は人生80年代型ライフス
タイルにおける新しい労働観の確立の問題であり，③はわが国における地
球的視野での生活実践に向けての生涯教育体制の確立の問題であると考え
る。
4．　日本の労働問題への対応策
　（1）「日本的経営」と人閻適応力評価
　これまでにみてぎたように，わが国における労使関係の良さ，マクロ経
済パーフォマソスの良好さは日本的雇用形態の根底にある経営家族主義的
な「日本的経営」に求められた。この「日本的経営」には悪しき伝統社会
の要素も観察されるので，この面を強調すると「日本的経営変貌説」や
「日本異質社会説」まで飛び出すようになるが，これを「全員参加の学習
する仕事集団」，あるいは「全社的品質管理」の特徴でみれば，「日本的経
営」は世界各国に技術移転できる哲学とノウ・ハウを持っていると評価す
ることができる5）。これまでにすでに「日本的経営」は家庭の組織づくり
のノウ・ハウを応用的開発をして利用しているものといわれている。そこ
でわれわれはこの技術はただ企業組織のみならず，その他の組織にも適用
でぎると考え，図13に示すような人間適応力仮説として設定して，これま
で理論的，実証的検討を行なって来た。前にもふれたが，われわれは，ポ
ジティブなアダプタビリティとパッシィブなアダプタビリティを生み出す
要因を，基本的要因a，b，　cと環境的要因A，　B，　Cに分けて第1次接
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図13　人間適応力仮説
Adaptability
基本的．要因 環境的要因
a Enterpreneurship A Competition
b　　　　Discipline B Confidence
c　　　　　Sacrifice C Home
Religion，　Culture，　Education
近のフレーム・ワークづくりを行なっている。われわれは，このことによ
り，「モノ」，「カネ」，「ヒト」の物質的効率性の基準を止揚する「モノ」，
「カネ」，人間としての「ヒト」の内容のもとで新しい経済合理性と新しい
経済効率性についての仮説の設定が可能になるものと考えている。
　②新しい経済システムとしてのヒューマン・エコロジカル・モデル
　われわれは現代における日本の労働問題を（1）年齢別，地域別，職業別の
雇用不調整，（2＞過剰労働時間の調整，（3）外国人労働者受け入れの3つに絞
った。そしてこれらの問題を解決するためには，新しい産業構造の構築の
視点，人生80年型ライフスタイル時代における労働観の視点，そして産・
官・学の役割分担による協力の視点が必要であるとした。そのためには人
間として「ヒト」に本来的に備わっている人間適応力を評価し，これを世
界における共通の要素として新しい経済合理性を考えることを提唱した。
新しい経済合理性は，「モノ」，「カネ」，「ヒト」の相互依存による経済効
率性評価を止揚し，「モノ」，「カネ」，人間としての「ヒト」の相互依存の
もとで人間中心の評価体系の合意形成を可能にする。このことは，限られ
た特定の価値観から出発する近代経済学とマルクス経済学の死闘に和解の
灯を提供するものでもあると考える。そしてこのことは，資本主義経済体
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制と社会主義体制間のイデオロギー的死闘に和解の途を示唆することにも
なると考える。われわれは，人間適応力仮説にもとつく新しい経済合理性
の評価方法による経済理論，経済政策の体系化を経済学の人間化と呼びた
いと思っている6）。
　経済学の人間化を考える場合，経済の人間化の実証的観察が不可欠であ
る。ここでは人類のよりよい生存条件の確保が目標となる7）。そしてこの
目標のもとで，ミクロシステムとマクロシステムがメゾシステムを媒介と
してネットワーク社会を形成してゆく。これを小林（1987）にしたがって
ヒューマン・エコロジカル・モデルと呼ぶことにする8）。図14はこれを単
純化した形で示したものである。ここでは，ミクロ経済学における個人行
動と異なり，人間としての「ヒト」を考慮して個人行動が家庭を場として
行なわれるという発想になっている。これは人間適応力仮説と整合的な仮
説と考える。この場合，個人と家庭の結合のしかたに各地域別，そして各
国別の社会的・文化的特徴があらわれることになるが，「日本的経営」は
個人と家庭の日本的結合のしかたを基盤とした発想とノウ・ハウであると
考えられる。したがって経済学を輸入経済学である近代経済学やマルクス
?ッ??ー???
ミクロ的側面層，一一一一一一一一一ロー，一弓〉
メゾ的イ則面・一一一一一一一一一一一一〉
（中間的）
マクロ的側面
一一一一V
　　家庭
　　産業，学校，病院，市役所
地域社会
国家社会
地球社会
図14新しい経済システムとしてのヒューマン・エコロジカル・モデル
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経済学に限定せず，実証的経済学として伸縮性を持ったものとして考えれ
ば，このノウ・ハウの世界的技術移転は可能である。実際に成功している
事例も観察される。いつの時代でもそうであるが，経済の実態に経済学が
ついて行ってないというのが実状である。すでにこれまでにみてぎたよう
に，現代の日本の労働問題のメカニズムを解明し，それに対応するために
は，新しい経済学の構築とそれにもとつく政策的実践が不可欠なのであ
る。
　（3）むすびにかえて一現代の日本の労働問題に対する一応の結論
　この節の（1），（2＞では主として現代経済政策論の構築のフレーム・ワーク
の説明であった。最後にむすびにかえて現代の日本の労働問題に対する現
段階でのわれわれの結論を示しておくことにしたい。
　①　年齢別，地域別，職種別雇用の不調整
　これについては，（i）グローバルな視点と人口の動態的変化の予測を考慮
して，産業構造の構築に向けての産・官・学の協力，（i摩擦的失業をでき
るだけ少なくするために，経済・雇用情報センターを拠点とする情報ネッ
トワークの確立，圃産業社会の地域社会との共存への積極的意欲とその実
践が必要であると考える。
　②過剰な労働時間の調整
　この問題は①の㈹の産業社会の地域社会との共存の積極的意欲とその実
践と密接に関連している。　「日本的経営」の長所が，地域社会生活におけ
る個人と家庭の結合のしかたから由来するものであると考えれば，産業社
会生活の異常なまでのアンバランスは，長期的視点からの産業社会のより
よい生存条件の確保の面から明らかにマイナスであり，また短期的視点か
らしても地球社会の一員としての競争と協調のルールの確立の面からみて
もマイナスである。労働者側には住宅事情があり，むずかしい問題ではあ
るが9），土地政策・住宅政策の充実という前提のもとで，先進諸国の平均
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的水準（約1，800時間）まで縮小するための産・官の努力が必要であると考
える。新しい経済合理性の評価方法は，物質的効率性偏重の止揚という面
を持っているが，悪しき伝統社会の要因からの脱皮という面も併わせ持っ
ているのである。この場合，労働者は人生80年型ライフスタイル時代を考
慮して計画的生涯研修活動を自らの意志で行うことが重要であり，大学・
研究機関はこれに対する積極的受け入れ体制の充実が必要であると考える。
　③外国人労働者の受け入れ
　通俗的にいえばわが国における「島国根性」は日本人以外の人々を「異
国入」，「外人」と呼称するのと同じ範疇に入るものといえよう。「日本的
経営」は近代化の遅れている会社における「外人」には通用しない。ここ
では，日本人には過保護で「外人」には冷酷すぎる扱いをしていることが
これまでに数多く観察される。そこで外国人労働者受け入れ問題は，悪し
き伝統的要素の摘出手術から取組む必要があると考える。
　現行法では単純労働者を規制し，一方産業社会では労働者としての「ヒ
ト」の面を需要しており，また経済学者，ジャーナリズムは開国派，鎖国
派と賛否両論である。この場合，一部の経済学者，ジャーナリストを除く
と人間としての「ヒト」の配慮とイノベーションと人口の動態的変化のダ
イナミズムの視点が欠けているように思われる。かって日本がそうであっ
たように，経済発展の段階が低く，人口が過剰であったら，よりよい生活
の条件の確保を求めて，経済発展の段階が高く，労働需要が逼迫している
地域に移動するのは自然の流れである。「モノ」と「カネ」は自由にして
おいて，人間としての「ヒト」の移動に厳しい規制をかけるというところ
に，問題があるといえよう。経済発展の高い水準と人口増加率の低い水準
の共存は，イノベーションと人口の動態的変化のダイナミズムの自然的帰
結であり，このままにしておくと地球全体の生存のための経済的基盤が危
機的状態になるということも予測されている。このような状況下におい
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て，人口増加率の高い地域から低い地域への地球的移動は，その地域の活
性化を通して地球全体の経済の活性化に貢献するということは，ヒューマ
ン・エコロジィーの視点から立証されるところである。
　次に単純労働者は経済発展の段階の生産活動において技術的に貢献する
ことはむずかしいが，しかし単純労働老は産業社会活動のほかに地域社会
生活も営む。日本の地域社会がこれを十分に受け入れるならぽ，異文化に
よる生活実践が日本の地域社会生活に新しい刺激：を与えることが考えられ
る。このことは「日本的経営」のノウ・ハウに新しいものをつけ加える契
機を提供することも考えられる10）。また「日本的経営」が，津田（1989）
がいうように，全員参加の考える仕事集団としての特徴を持つものであれ
ば，単純労働者に実践過程において日本的経営の体験学習をさせることが
可能となる。もちろんこの場合，国，地方行政がこの学習環境を整備し，
支援することが必要であるが，この「日本的経営」のノウ・ハウを体験的
学習して成長して帰国すれぽ，　「日本的経営」の技術移転がこのレベルに
おいても実現されることになる。結論として，以上に述べた理由から，わ
れわれは単純労働者も含めて原則として開放すべきであると主張したい。
この原則をベースとして産・官・学が実現可能なきめ細かい施策を展開す
ることが必要である。
　この小論をむすぶにあたり，現代の日本の労働問題の解明は，これかの
ら世界経済の動向の見極めと，それへの対応策の実践と密接に関連してい
る。このように考えると，われわれは地球社会の経済政策モデルの構築と
それにもとつく実践が緊要であると主張したい。
　注
1）　この小論は，財団法人国際協力サービス・センター主催，早稲田大学協力の
　青年招へい事業共通プログラム「日本入門講座」　（平成元年度）で講義した資
　料をもとにして加筆構成したものである。筆者は同講座にタイ，シンガポー
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　ル，インドネシアの勤労青年に「日本の労働事情」を話したのであるが，その
　際の受講者の活発な質問とコメントにより，大いに教えられ，そのことがこの
　小論に取り入れられていることを記しておきたい。
2）　シュンペーター（1980改訳）は経済発展論の古典的名著であるが，現代にお
　いても十分に通用する内容を持っている。
3）　これについては大畑弥七・田村貞雄（1986）序章，1章に詳しい説明が行な
　われている。
4）たとえぽ，1933年F・ルーズベルトによって実践された「ニューディール政
　策」における経済政策，労働政策がそれである。
5）　これについては，石川馨（1981），津田真弓（1989）を参照されたい。
　　ミクロ経済学，T．　Q．Cは欧米の産物であるが，これが日本の企業的実践に
　おいて独自のノウ・ハウを生み出した。そして，これが逆輸出されている。
6）　これについては小林（1987）を参照のこと。
7）小林（1987）のエコロジカル・モデルにおける医療の人間化の目標は健康上
　祉の達成と考えることができる。健康福祉は抽象的な概念であるが，これをよ
　り明確な考えで示すものとして，人類のよりよい生存条件の確保ということが
　いわれている。
8）小林（1987）参照のこと。
9）　日本の労働者における所定外労働時間が多いのは，住宅ローンの返済と密接
　に関連があることがいわれている。
10）　ここにおける主張をもう少しくわしく説明すると次のようになる。
　　日本的経営のノウ・ハウは地域社会生活における家庭生活の中から生み出さ
　れたものである。異文化の受け入れにより，地域社会生活，したがって家庭生
　活にふくらみを持たせることができるとすれぽ，日本的経営の新しいアイデア
　フォ四一ションが可能になると考える。
　参考文献
石川　馨（1981）『日本的品質管理』日科早早
海野恒男編（1988）　『日本経済が変わる』東洋経済新報社
小野旭（1989）r日本的雇用慣行と労働市場』東洋経済新報社
大畑弥七・田村貞雄編（1986）　『日本の国際適応力』有斐閣
金森久雄（1987）rイノベーションと産業構造』日本経済新聞社
黒坂佳央（1988）『マクロ経済学と日本の労働市場』東洋経済新報社
桑原靖夫，グレッグ・バーバー，ラッセル・ランズベリ一編（1988）『先進諸国
　の労使関係』日本労働協会
88
日本の労働問題
小林　登（1987）「子どもの健康と健康増進の概念」r小児科診療』1月
篠塚英子（1989）　r日本の雇用調整』東洋経済新報社
篠原総一・西村　理（1989）『入門日本経済』日本評論社
J．A．シュンペーター，塩野谷裕一，中山伊知郎，東畑精一（1980）　『経済発展
　の理論』岩波書店
津田真激（1989）　「日本的経営の方向を展望する」『如水会報』9，月
手塚和彰（1989）r外国人労働者』日本経済新聞社
日本労働協会編（1988）　r日本の労使関係　昭和63年』日本労働協会
花見　忠・桑原靖夫編（1988）r明日の隣人　外国人労働者』東洋経済新報社
労働省編（1989）rグラフでみる労働事情』労働基準調査会
労働大臣官房政策調査部編（1989）　r賃金統計総覧’89年度版』総合労働研究所
89
